
2023
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大大阪運輸支局 寝屋川市高宮栄町１２－１

総務部 FAX:06-6949-6458

（１２階） ７０５５－１２８－２７０:XAF６７１９－１２８－２７０画企務総4046-9496-60課務総

３３７６－２２８－２７０送輸2146-9496-60官整調理管機危・災防全安

４５２５－２２８－２７０査監4046-9496-60官策対報広

４７３４－２２８－２７０）安保・備整（安保・備整・査検5046-9496-60課事人

８５０２－０４５５－０５０）査検（安保・備整・査検、録登6046-9496-60課計会

安全防災・危機管理課 06-6949-6412

交通政策部 FAX:06-6949-6１69

（１２階） ５９５４－４１６６－６０:XAF９５０２－０４５５－０５０録登・査検9046-9496-60課画企通交

環境・物流課 06-6949-6410

バリアフリー推進課 06-6949-6431

観光部 ９８４６－３４－５２７０:XAF０６０２－０４５５－０５０録登・査検53１6-9496-60:XAF

（１２階） 観光企画課 06-6949-6466

国際観光課 06-6949-6796

５９７１－１８６－５７０:XAF７２４１－１８６－５７０画企務総1146-9496-60課興振域地光観

鉄道部 ５６７９－１８６－５７０査監・送輸92５6-9496-60:XAF

（１１階） ４６７９－１８６－５７０）安保・備整（安保・備整・査検9346-9496-60課理監

１６０２－０４５５－０５０）査検（安保・備整・査検、録登2446-9496-60課画計

技術・防災課 06-6949-6441

安全指導課 06-6949-6440

４３６６－４４－４７７０:XAF２６０２－０４５５－０５０査検4146-9496-60官査監全安道鉄

自動車交通部 FAX:06-6949-6５31

（１３階） 旅客第一課 06-6949-6445

旅客第二課 06-6949-6446 運航・船員・船舶・検査 ０７７３－７５－０６１６ FAX:０７７３－７５－０６１７

7446-9496-60課物貨

自動車監査指導部 FAX:06-6949-6５49

（１３階） ３２００－３２－３４７０:XAF１５１２－９５－３４７０査監・送輸画企9446-9496-60）客旅（官査監車動自

自動車監査官（貨物） 06-6949-6448 検査・整備・保安（整備・保安） ０７４３－５９－２１５３

自動車技術安全部 ３６０２－０４５５－０５０）査検（安保・備整・査検、録登9546-9496-60:XAF

（１３階） 1546-9496-60課理管

3546-9496-60課備整

９７０２－４８５－７７０:XAF３５２７－５８５－７７０査監・送輸画企4546-9496-60課境環・安保

２５２７－５８５－７７０）安保・備整（安保・備整・査検2546-9496-60課術技

海事振興部 ４６０２－０４５５－０５０）査検（安保・備整・査検、録登7546-9496-60:XAF

（１１階） 6146-9496-60課客旅

貨物・港運課 06-6949-6417

１７７１－５３４－３７０:XAF０３１２－２２４－３７０画企務総5246-9496-60課業産舶船

８３１２－２２４－３７０査監・送輸5346-9496-60課政労員船

海上安全環境部 ３５１２－２２４－３７０）安保・備整（安保・備整・査検8256-9496-60:XAF

（１１階） ５６０２－０４５５－０５０）査検（安保・備整・査検、録登3246-9496-60課理監

６０６０－２２４－３７０航運6246-9496-60課境環全安舶船

船員労働環境・海技資格課 06-6949-6434 船員・運航労務監理官 ０７３－４２２－５８２８

６１０３－２２４－３７０官査検舶船・舶船5146-9496-60官理監務労航運

９０６０－２２４－３７０官督監舶船国外1246-9496-60官査検舶船

船舶測度官 06-6949-6422

海技試験官 06-6949-6430

外国船舶監督官 06-6949-6433 運航・船員・船舶・検査 ０７３５－５２－０２６０ FAX:０７３５－５２－９０８２

１６７８－１３４－８７０:XAF６０１１－３５４－８７０官整調画企・務総

４０１１－３５４－８７０送輸

５０１１－３５４－８７０査監

検査・整備・保安（整備・保安） ０７８－４５３－１１０３

登録、検査・整備・保安（検査） ０５０－５５４０－２０６６

１１５９－３３２－９７０:XAF７６０２－０４５５－０５０録登・査検

神戸運輸監理部兵庫陸運部 〒６５８－００２４ 神戸市東灘区魚崎浜町３４－２

神戸運輸監理部姫路自動車検査登録事務所 〒６７２－８５８８ 姫路市飾磨区中島福路町３３２２

和歌山運輸支局 〒６４０－８４０４ 和歌山市湊１１０６－４

勝浦海事事務所 〒６４９－５３３５ 和歌山県東牟婁郡那智勝浦町大字築地８－５－５

奈良運輸支局 〒６３９－１０３７ 大和郡山市額田部北町９８１－２

滋賀運輸支局 〒５２４－０１０４ 守山市木浜町２２９８－５

京都南自動車検査場 〒６１３－００３６ 京都府久世郡久御山町田井東荒見２７－２

京都運輸支局（舞鶴庁舎） 〒６２４－０９４６ 舞鶴市字下福井９０１舞鶴港湾合同庁舎

和泉自動車検査登録事務所 〒５９４－００１１ 和泉市上代町官有地

京都運輸支局 〒６１２－８４１８ 京都市伏見区竹田向代町３７

本局各部各課電話番号・ＦＡＸ番号 支局・陸運部・事務所の電話番号・ＦＡＸ番号
〒５４０－８５５８　大阪市中央区大手前４丁目１－７６ 大阪合同庁舎第４号館

〒５７２－０８４６

なにわ自動車検査登録事務所 〒５５９－００３１ 大阪市住之江区南港東３－１－１４

発行/国土交通省 近畿運輸局

企画・編集/近畿運輸局広報推進委員会

令和５年８月発行

近畿運輸局ホームぺージ

http://wwwtb.mlit.go.jp/kinki/

近畿運輸局Twitter

https://twitter.com/mlit_kinkiunyu

近畿運輸局YouTube

近畿運輸局
〒５４０－８５５８

大阪市中央区大手前４丁目１－７６

（大阪合同庁舎第４号館）

（凡例）

近畿運輸局

運輸支局等本庁舎

運輸支局分庁舎

自動車検査登録事務所

海事事務所

自動車検査場

兵庫県

滋賀県京都府

奈良県

和歌山県

大阪府



国民の視点に立ち、地域の声を第一に行動します。

外国船舶監督官・・・・ 外国船舶の監督

海事技術専門官（
船舶検査官
船舶測度官

）船舶検査・船舶のトン数の測度執行

海技試験官・・・・・・ 海技試験・水先人試験の実施　

運輸安全マネジメントの普及、啓発・助言、指導

船員労働環境・海技資格課 海技免状・小型船舶操縦免許証及び船員手帳の交付

運航労務監理官・・・・ 日本の船舶及び事業者への監査・指導

船舶安全環境課・・・・ 船舶検査等事務取扱

貨物・港運課・・・・・ 内航海運・港湾運送事業の許認可等及び輸送サービスの改善・向上

船舶産業課・・・・・・ 造船業・舶用工業の活性化の推進、モーターボート競走の監督、舟
艇の利用促進

船員労政課・・・・・・ 船員確保対策、船員の労働関係相談、職業紹介、就職指導、失業保
険の認定

保安・環境課・・・・・ バス・タクシー・トラックの安全輸送の確保、自動車環境対策技術
の普及・促進、地球温暖化防止、環境にやさしい自動車の導入支援

海上安全環境部 監理課・・・・・・・・ 船舶の登録及びトン数測度事務取扱、船主責任保険確認

技術課・・・・・・・・ 自動車の検査、自動運転技術を活用した取り組みの推進

海事振興部 旅客課・・・・・・・・ 旅客船・フェリーの許認可等及び輸送サービスの改善・向上、海事
思想の普及、海事代理士の試験、登録

自動車技術安全部 管理課・・・・・・・・ 自動車の登録・検査登録窓口業務のデジタル化推進

整備課・・・・・・・・ 整備事業者の監督・指導・育成、自動車の点検整備

安全指導課・・・・・・ 鉄軌道の事故防止対策の推進、動力車操縦者運転免許

鉄道安全監査官・・・・

自動車交通部 旅客第一課・・・・・・ バス事業、レンタカー事業等の許認可、自動車損害賠償制度の推進

鉄軌道事業者の監査、運輸安全マネジメントの普及、啓発・助言、
指導

旅客第二課・・・・・・ タクシー事業の許認可、輸送サービスの向上

貨物課・・・・・・・・ トラック事業の許認可、貨物運送サービスの向上

自動車監査指導部 自動車監査官・・・・・ バス・タクシー・トラック運送事業者の監査・指導
運輸安全マネジメントの普及、啓発・助言、指導

技術・防災課・・・・・ 鉄軌道施設・車両に関する安全の確保、災害の防止

観 光 部 観光企画課・・・・・・ 観光振興の総合調整、旅行業の登録等

国際観光課・・・・・・ 国際観光振興に関する施策の推進等

観光地域振興課・・・・ 日本版DMO法人の登録支援・育成、広域周遊観光の促進、
観光消費額拡大に関する取り組みの推進等

鉄 道 部 監理課・・・・・・・・ 鉄軌道事業の許認可、利用者保護・サービス改善に関する指導

計画課・・・・・・・・ 鉄軌道のバリアフリー化の推進、地域鉄道の活性化

交通政策部 交通企画課・・・・・・ 公共交通維持・活性化及び地域の交通計画等の策定を推進

交通ニーズの把握等消費者利便の向上、行政相談窓口
交通バリアフリー化の推進、公共交通事故被害者支援

環境・物流課・・・・・ 総合的物流効率化施策の推進・環境問題への取組、倉庫業登録

バリアフリー推進課・・

運輸安全マネジメント普及、啓発・助言、指導

広報対策官・・・・・・ 広報

総 務 部 総務課・・・・・・・・ 近畿運輸局の総合調整、人権問題、情報公開窓口、文書管理

人事課・・・・・・・・ 職員の人事管理、給与・福利厚生

会計課・・・・・・・・ 予算の要求・執行、国有財産管理

安全防災・危機管理課・ 安全・防災・危機管理、情報セキュリティ

国土交通省と地方運輸局

国土交通省

総合政策局 公共交通・物流政策等）

鉄道局 自動車局 海事局

航空局

観光庁外局

総合政策局 国土政策局 不動産・建設経済局

都市局 水管理・国土保全局

道路局 住宅局 港湾局

地方整備局

地方航空局

地方運輸局

近 畿 運 輸 局 の 基 本 理 念

《 使 命 》

私たちは、交通政策・観光政策を通じ、安全・安心、豊かで活力ある地域づくり

を進め、関西の発展に貢献します。

《 目標（ビジョン） 》

● 安心して利用できる安全な交通を実現します。

● すべての人が快適に利用できる地域交通ネットワークを構築します。

● 魅力ある観光地域づくりを推進するとともに、多様な観光を促進し、国内外からの

交流人口の拡大を実現します。

● 地域経済の発展、国際競争力の強化のため、物流の生産性向上を推進します。

● 交通分野における環境負荷を低減し、持続可能な社会を実現します。

● 交通産業等の社会的役割を支え、発展を図るため、人材育成や技術伝承を推進します。

● 防災危機管理体制を確立し、大規模災害等に迅速・的確に対応します。

近 畿 運 輸 局 の 組 織 と 主 な 業 務

《 基 本 姿 勢 》

1 2



近 畿 運 輸 局 の 重 点 取 組 （Topics2023）

〇 生活交通の維持・確保のためには、地方公共団体が自らの地域における公共交通のあり方を検討・協議

し、地域公共交通活性化再生法（略称）に基づく「地域公共交通計画」の策定を進めることが重要です。

〇 近畿運輸局では、地方公共団体・交通事業者・地域住民等の関係者と連携・協働しつつ、地域公共交通

計画の策定に向けた支援を実施するとともに、“観光事業と連携した地域の意欲ある取組”に対して、必

要な情報提供や人材育成策を講じています。

和束町では、茶畑景観（平成２７年日本遺産第１

号認定）の特性を活かした、環境にもやさしい「観

光客を主対象とした（令和２年の道路運送法改正後

「全国初」）グリーンスローモビリティによる「運

転手ガイド付茶畑周遊ツアー」」を実施しています。

ツアーの出発時刻は、「町外を結ぶ唯一のバス路線

を維持」するため、運行ダイヤとの連携等、自家用

車での来訪から公共交通へ利用転換できるよう、

サービスレベルの向上を図っています。

同町では、「和の郷 知の郷 茶源郷 和束」に資

する地域ぐるみの取組が展開されています。

京京都府相楽郡和束町：「グリーンスローモビリティによる運転手ガイド付茶畑周遊ツアー」

（和束町ホームページ）

■ 持続可能な旅客運送サービスの実現のため、地方公共団体の取組を支援しています！

■ 関西観光アクションプランを策定、「住んでよし、訪れてよし」の観光地域づくりを実現！

運転体験を実施している水間鉄道・わかやま電鐵貴志川線を

キーコンテンツとし、近接の南海電鉄多奈川線・加太線など

単独ではアピールが難しい路線も巻き込つつ、大阪府泉州エ

リア～和歌山エリアを運行するローカル線４線と周辺地域の

観光資源を連携させたコンテンツ造成、商品開発、販路開拓

を行う。

泉州地域・和歌山市の鉄道路線を活用した看板商品の創出事業

列車の到着風景 実車での運転体験

関西の観光・交通の回復に向けて、「大阪・関西万博」を最大の好機と捉え、国が支援する取組の方向性

と重点的に取り組む事業等について、近畿運輸局・近畿地方整備局・関西観光本部の３者で「大阪・関西万

博に向けた関西観光アクションプラン」を策定し、2022年6月に発表しました（2023年8月改訂）。

観光と交通の政策を一体的に推進し、旅行者と地域住民の双方にとって、魅力ある観光地域と使いやすい

交通を目指し、「住んでよし、訪れてよし」の観光地域づくりを実現します。

「住んでよし、訪れてよし」

1. テーマとストーリー
サステナブル、ガストロノミー、
アドベンチャー、インフラ観光 等

２. ⼈ 材
地域の⼈材ネットワーク構築、
関係者連携、⼈材育成 等

３. 情 報
関⻄MaaSの活⽤、観光DX、
デジタルマーケティングの推進 等

４. 交 通
⼆次交通対策、ラストワンマイル、
観光列⾞等のコンテンツ提供 等

関⻄観光の活性化に向けた４つの視点

関⻄のポテンシャルを最⼤限発揮すべく４つの視点で地域を「つなげる」

貸切バス街頭監査

＜事業用自動車の安全確保に向けた取組＞

令和３年１２月、事業用自動車の事故削減目標を掲げた「事業用自動車総合安全プラン２０２５（近畿

版）」を策定し、目標達成に向けた取組を推進しています。

また、観光需要の回復を見据え、貸切バスに対する街頭監査の実施等、安全対策の徹底を図っています。

関西国際空港等の

アクセス機能強化

なにわ筋線

開業目標：２０３１年

整備区間：ＪＲ難波～、南海新今宮～

大阪（うめきたエリア）

■ 関西における鉄道関連プロジェクト

大阪・関西万博関連

地下鉄中央線延伸

開業目標：２０２４年度

整備区間：ｺｽﾓｽｸｴｱ～夢洲

建設延長：約３．２㎞

Ｃ
４

Ａ
１

大阪周辺への新幹線の乗入れ
Ｄ

北陸新幹線

（敦賀～新大阪）

建設延長：約１４３㎞

リニア中央新幹線

（東京～大阪）

開業目標：２０４５年

（財政投融資の活用

により最大８年前倒し）

路線延長：約４３８㎞

５

南北方向の

アクセス機能強化

北大阪急行延伸
開業目標：２０２３年度末

延伸区間：千里中央～箕面萱野

建設延長：約２．５㎞

大阪モノレール延伸
開業目標：２０２９年

延伸区間：門真市～瓜生堂（仮称）

建設延長：約９．０㎞

３

Ｂ
５

２

■ 運輸部門における「徹底した」安全確保のための施策・取組を実施しています！

１
４

２

３

（北大阪急行延伸線建設現場）

（大阪メトロ：新型車両400系）

大阪都心部と関西国際空港等とのアクセス機能強化に資する「なにわ筋線」や南北方向へ路線延長

となる「大阪モノレール延伸」、「北大阪急行延伸」、また大阪・関西万博へのアクセス路線である

地下鉄中央線延伸などの事業が進んでいます。今後、北陸新幹線やリニア中央新幹線の整備による大

阪までの延伸が計画されております。近畿運輸局では、これらの事業が円滑に進められるよう、関係

者による取組をフォローしながら、早期開業に向けた

支援を行っています。

＜遊覧船及び川下り船の事故を受けた安全対策についての点検・指導＞

北海道知床沖で発生した小型遊覧船の事故を受け、近畿管内のすべての小

型旅客船許可事業者に対して、安全管理規程の順守状況の確認を「緊急安全

点検」として実施し、運航労務監理官、船舶検査官が合同で、小型旅客船に

対する輸送の安全確保に向けた取組みを実施しました。

また、京都府保津川の川下り船における事故についても、安全対策につい

ての指導を行い、事故の再発防止に向けた事業者の取組みを支援しています。
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近 畿 運 輸 局 の 仕 事

保安監査で

軌道の状態を確認

自自動車運送事業者の事故防止や法令遵守の徹底を図っています。

海事思想（海からの恩恵）の普及、旅

舶用工業の振興に努め、旅客航路事業、

業務等を行っています。また、船員の

利用環境の整備も行っています。

客船・フェリー・クルーズ・造船業、

内航海運業、港湾運送事業の許認可

ハローワーク、プレジャーボートの

四面を海で囲まれた我が国におい四面を海で囲まれた我が国におい

る重要な社会インフラです。海事る重要な社会インフラです。海事

います。います。

て、海運業は国民の暮らしを支えて、海運業は国民の暮らしを支え

産業の活性化、効率化を推進して産業の活性化、効率化を推進して

近畿運輸局の総務・人事・会計等の一般的な業務や危機管理、広報、

各部の総合調整を行っています。

職員を対象に、さわやか行政サービス研修会を開催し、行政サービスの一層

の向上を図っています。

また、職員の防災意識の高揚と迅速、的確な防災活動体制の確立や公共交通

機関のテロ対策では警察、交通事業者との連携強化を図っています。

併せて、新型インフルエンザ等感染症に対し、関係機関との調整や防疫対策

への支援・協力を行うとともに、運送事業者等に対し情報の周知徹底を図っ

ています。
その他、情報公開窓口を開設。ホームページや広報誌を通じて各種施策や取

組を紹介、メディアへの広報活動を行っています。

バス・タクシー・トラック・レンタバス・タクシー・トラック・レンタ

活性化、輸送サービスの向上、効率活性化、輸送サービスの向上、効率

地域の生活交通の維持・活性化を図地域の生活交通の維持・活性化を図

便向上、環境負荷が少ない交通の実便向上、環境負荷が少ない交通の実

環境負荷の少ない物流システムの構

進など、地球温暖化対策、環境に優

っています。また、倉庫業の指導監

住民生活に必要な公共交通の継続的

公共団体との橋渡し、関係者の利害

図っています。

バリアフリーのハード、ソフト両面の

ハード：公共交通事業者の車両等の

っています。また、公共交通の利っています。また、公共交通の利

現に向けた施策を推進しています。現に向けた施策を推進しています。

築や、エコ通勤の促

しい交通の推進を図

督も行っています。

な確保のために交通事業者等と地方

調整、連携・協力による課題解決を

取組を支援しています。

バリアフリー化の推進

ソフト：心のバリアフリーの推進

バス、タクシー、トラックといった自

の様々なニーズに対応できるサービス

総合的な発達を図るための業務を行っ

また、輸送秩序の確立及び事業の活

人手不足の解消の一助になるように

さらに、少子高齢化等による交通弱

ための移動手段の確保対策、訪日外

がシームレスに交通機関を利用でき

めの諸施策を推進しています。

併せて、レンタカー事業、自動車道

自賠責保険に関する業務等を行ってい

カー事業の許認可業務や事業のカー事業の許認可業務や事業の

化を推進しています。化を推進しています。

動車運送事業の分野において、利用者

に必要な輸送の安全の確保や、事業の

ています。

性化、並びに働き方改革推進により

取り組んでいます。

者の

国人

るた

事業、

ます。

総務部

鉄道部

自動車の安全・安心の確保や自動運転技術の開発・普及のための取

組などを行っています。

自動車技術安全部

さらに、安全運転サポート車（サポカー・サポ

カーＳ）の普及促進や、環境にやさしい超小型

モビリティの導入支援、自動運転技術の向上・

実用化に向けた実証実験ができるように措置し

ています。

観光部

自動車交通部

海事振興部

自動車監査指導部

交通政策部

海上安全環境部

交通バリアフリー

ストラップ

街頭監査自動車の検査・登録、自動車検査証等の交付、自動車整備工場の監督・指導

や、自動車ユーザーへの適切な点検・整備の啓発、不正改造の防止などの指

導、リコール情報の収集、道路運送の安全・安心確保の取組を行っています。

また、自動車整備士の人材確保、育成に関して

も業界とともに取り組んでいます。

関西国際空港

燃料電池バス運行開始セレモニー

自動運転車両 西日本旅客鉄道株式会社

鉄軌道・索道の整備等に伴う許認可業務、輸送の安全確保を目的とした保安

監査、地域鉄道に対する補助金交付の支援業務等を行っています。

また、利用者が安全で安心して利用できる鉄道を目指して、駅や車両におけ

る安全確保の取組、可動式ホーム柵整備を始めとするバリアフリー化の支援、

国家試験である鉄軌道の運転免許証の交付を行っています。

車両更新等に対する支援

観光は成長戦略の柱、地方創生の切り札です。観光立国の復活

に取り組んでいます。

観光は雇用や企業の創出、社会基盤の開発を通じて社会経済の発展を牽引

する重要な役割を果たしています。

出典：観光庁「旅行・観光産業の経済効果に関する調査研究」

海の教室

海と日本プロジェクト

C to Sea プロジェクト

交通事故を引き起した事業者などに対して、立入

監査を実施し、適正な事業運営を指導するととも

に、法令違反に対しては厳正な行政処分を行うな

ど、輸送の安全・安心の確保を図っています。

また、事業者などに対して安全確保の取組の重要

性を啓発するとともに、安全性のスパイラルアッ

プを目指して助言・指導を行っています。

鉄軌道・索道の整備、安全の確保、地域鉄道やバリアフリー化に対

する支援に関する業務を行っています。

大阪駅(うめきたエリア)

開業出発式

快適な旅行のための受入環境整備の促進や観光コンテンツの充実を図り、

観光消費額の拡大に取り組んでいます。

併せて、大阪・関西万博に向けて、観光の高付加価値化や関西周遊の促

進などに取り組んでいます。

船舶及び船員の安全確保や海洋環境の保全業務を行っています。

船舶の検査、船の大きさを測る測度・登録、

国籍証書の発給業務等を行っています。

船員の労働環境に関する指導・監督、海技士

国家試験や船舶免許の交付を実施しています。

また、海上の安全確保のため、外国及び国内

の船舶への立入検査や、小型船舶のライフジ

ャケットの装備着用の周知・啓発活動やパト

ロール指導などを行っています。
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まちの空洞化・賑わいの消失→まちの魅力の低下

・・ 一般路線バスについては、2007年度から

2016年度までの10年間に約13,991㎞の

路線が完全に廃止。

・ 鉄軌道については、2000年度以降に

40 路線・約879㎞が廃止。

• 公共交通空白地域の存在

（出典）2011年度国土交通省調査による

・地域公共交通の負のスパイラル

利用者にとっての

サービス低下

路線の減便・廃止 収支の悪化

利用者数の減少

地域公共交通の

悪循環

地域公共交通を取りまく現状
地方部でバス路線の撤退・減便が相次いでいます!

■女性活躍の推進

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）が成立しています。

男性の職場と思われがちな運送業・自動車整備業のイメージを刷新するため、女性の活躍の推進に努めています。

「自動車整備業における女性が

働きやすい環境づくりのための

ガイドライン」を作成し、女性

の活躍を推進。

「トラガール促進プロジェク

ト」や「若年層・女性ドライ

バー就労育成・定着化に関する

ガイドライン」を作成し、事業

の活性化を推進。

海事産業における女性活躍推進

の取組事例集「輝け！フネー

ジョ★」を活用し、女性の活躍

を推進。

■船員の人材確保
■自動車整備士の人材確保

自動車整備ツイッターを開設し、

自動車整備士を目指す方々への

普及に努めています。

船員という職業をより魅力あるものとするため、「船員の働き方改革」

を推進するとともに、将来の選択肢の一つとなるよう、水産系高校訪問

や小中学生を対象とした出前講座、体験乗船会などに取り組んでいます。

体験乗船会 出前講座

■地域公共交通優良団体の表彰

地域公共交通にかかる優れた取組に近畿

運輸局長表彰制度を設けて、広く普及・

奨励しています。 昨年度は、大江まち

づくり住民協議会・有限会社慶和・福知

山市が連携・協働して実施している移送

サービスであ

る「鬼タク」

を表彰しま

した。

■関西MaaSの構築に向けた取組
関西でのＭａａＳの取組に関して、交通・観光分野をはじ

めとする幅広い業種間での連携を促進し、取組を協同で実

施していくという目的で、関西ＭａａＳ推進連絡会議を設

置しており、令和4年11月8日に第2回の推進連絡会議を

開催しました。

関西MaaS サービス提供のイメージ案

■人材の育成、優良事例の発信

地域公共交通に関するシンポジウムを開催し、全国の優良事例を発

信し、公共交通への理解の促進、機運の醸成にも取り組んでいます。

また、地域公共交通に精通した人材を育てるため、自治体職員に対

する研修を実施しています。

・シンポジウム（オンライン開催） ・人材育成研修

公共交通の整備・維持 確保と物流取引の適正化
地域が抱える公共交通の課題解決に向け自治体・事業者と連携し、人材の育成・ 確保に取り組むとともに、物流における取引環境の改善に取り組んでいます。

トラック事業者との適正取引を妨げる疑いのあ

る荷主企業の監視を強化するため、令和５年７

月、国土交通省に「トラック荷主特別対策室」

が設置され、管内でトラックGメンが１７名任

命されました。

これにより恒常的な長時間の荷待ち、運賃・料

金の不当な据置きなど適正な取引を妨げる疑い

のある情報があっ

た荷主企業に対し

て、適正な取引へ

の配慮について理

解を求めていきま

す。

■トラックGメン

トラックGメン辞令交付式

■地域連携サポートプラン
～近畿運輸局独自の自治体コンサルティング事業～

対象自治体の公共交通に関する課題について、近畿運輸局

が現地に赴き、意見交換等を通じて自治体に寄り添いなが

ら、地域が抱える課題の解決に向けた提案と、実現、具体

化に向けて積極的にサポートしています。

これまでに２４自治体と協定を締結、２３自治体に提案書

を交付してきました。
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観 光 政 策 へ の 取 組
本格的なインバウンド回復に向け、旅館、観光街等の再生、魅力的な 滞在コンテンツ造成、観光地等の受入環境整備の取組を推進しています。

関西の経済と観光消費額

北北海道・東北

１１．２％

関東

４１．０％
中部

１５．５％

関西

１５．２％

中国

５．４％

四国

２．６％ 九州

９．２％

２０１８年度

◆全国に対する関⻄の割合 15.2％

出典 内閣府県⺠経済計算より
近畿運輸局が作成

【全国の地域内総⽣産】

11517
12673 11818 12128

3100 3773 3455 3545
0

5000

10000

15000

1-3月期 4-5月期 6-9月期 1-12月期

全国 関西

26.9% 29.8% 29.2%29.2%

（億円）

出典 観光庁「訪⽇外国⼈消費動向調査」

【訪⽇外国⼈旅⾏消費額（2019年）】
◆全国に対する関⻄の年間 28.8％/13,873億円

⼈⼝減少下にある関⻄経済において、観光（特にインバウンドによる 旅⾏消費）が地域経済を牽引してきた。
⽇本のGDPに対する関⻄の域内総⽣産の割合
訪⽇外国⼈旅⾏消費額で全国に対する関⻄の割合

15.2％ （2018年度）
28.8％ （13,873億円、2019年）

■地方部への分散 ～関西全域への周遊促進～

観光資源をライトアップ

熊野古道城崎温泉

眠っている地域資源の磨き上げや地域資源の魅力を活かした

滞在プログラムの造成やデジタルマーケティング等を活かし

た効果的な情報発信を行うなど、一部地域に集中する訪日外

国人旅行者が関西全域に周遊いただけるような取り組みを促

進しています。

アドベンチャーツーリズムのツアー造成

■地方版図柄入りナンバープレート

■万博記念ナンバー
２０２５年開催の大阪・関西万博の開催機運醸

成のため、特別仕様ナンバープレートが令和４

年１０月から全国を対象に交付されています。

また、「走る広告塔」として地域の魅力を全

国に発信することを目的に導入されておりま

す「地方版図柄入りナンバープレート」につ

いては、今秋から新たに「堺ナンバー」の図

柄入りナンバープレートが交付されることに

なっています。

■「コウノトリツーリズム」の確立に向けた観光  コンテンツ強化事業■「コウノトリツーリズム」の確立に向けた観光  コンテンツ強化事業

木

豊岡市は、日本で最後の野生コウノトリの生息地として   知られ、人里でのコウノトリの野生復帰を目指し、

人とコウノトリが共に生きるための取組を行っておられ   ます。本事業では、コウノトリの野生復帰の取組

の成果である「環境・産業・地域社会の循環から生まれ

たローカル資源」を高付加価値層が知的好奇心を満たし

共感をもって体験できるツアーを造成して、販路形成の

ための情報発信を行い、また、専門家による現地調査と

検討会、外国人専門家によるモニターツアーなどを実施

しています。 城崎温泉街 森のレストラン

■観光立国推進基本計画（第４次）に掲げられた

施策の推進
令和５年３月３１日、新たな「観光立国推進基本計画」が

閣議決定されました。計画では、大阪・関西万博も開催さ

れる２０２５年に向け、「持続可能な観光」、「消費額拡

大」、「地方誘客促進」をキーワードに、観光政策を総合

的かつ強力に推進することとしています。

また、早期達成を目指す目標として、「訪日外国人旅行消

費額５兆円」、「国内旅行消費額２０兆円」、２０２５年

までの目標として、「訪日外国人旅行消費額単価２０万円

／人」などを掲げています。近畿運輸局は、この計画に掲

げられた施策を着実に推進してまいります。

■２０２５年目標

（質の向上を強調し、人数に依存しない指標を中心に設定）

■大阪・関西万博に向けた関西観光アクションプラン（令和４年６月策定、令和４年１２月・令和５年８月改訂）
大阪・関西万博に向けて、近畿運輸局・近畿地方整備局・関西観光本部の３者が連携して４つの視点で地域をつなげ、観光と 交通の政策を一体的に推進することで「住んでよし、訪れてよし」の観光地域づくりを実現します。

１．テーマとストーリーで地域をつなげる

世界遺産を含む有形・無形の文化財をはじめ、暮らしに息づく伝統・

生活文化、四季折々の自然、多彩な食文化、歴史的建造物等の地

域資源を活用して、共通のテーマとストーリーで地域をつなげる。

２．人材で地域をつなげる

観光地域づくりに従事している地域のステークホルダーによる人材

ネットワーク構築を推進し、地域間連携の促進により旅行者を面的

に受け入れられる環境を整備するために人材で地域をつなげる。

３．情報で地域をつなげる

観光パラダイムシフトや観光DXの導入等を加速させるために、従

来とは違う新たな観光に向けて、CRMシステムの導入によるデジタ

ルマーケティングの実施等、情報で地域をつなげる。

淀川における⾈運を活かした賑わいづくり
⼤阪・関⻄万博までに淀川⼤堰閘⾨が整備され、京都から⼤阪湾までの運航
が可能となることから、万博会場へのアクセスも想定した京都〜⼤阪を結ぶ淀川
⾈運のツーリズム化を推進。

河川遊覧のイメージ

関⻄観光まちづくりコンサルティング事業
観光まちづくりに課題を抱えている地域や新たに取り組む地域に対して、新たな
旅⾏需要の創出と地域活性化を図るため、学識経験者や旅⾏会社等から招
聘した有識者による「アドバイザリー会議」で地域コンサルティングを実施。

アドバイザリー会議 提案書交付式

４．交通で地域をつなげる

観光における移動利便性向上とラストワンマイルの課題解決に取り組

み、観光列車やクルーズ等、移動を目的とした観光商品の造成により、

地域と交通事業者が連携した取組を促進することで交通で地域をつな

げる。

関⻄MaaSの構築に向けた取組
幅広い業種間の連携を促進し、取組を協同で実施することを⽬的として、官⺠
による会議体「関⻄MaaS推進連絡会議」を設置。MaaSアプリの開発に取り
組む関⻄MaaS協議会と連携し、関⻄全体の周遊性を⼤幅に向上。

関⻄広域周遊バスツアーの商品造成に向けた実証事業
交通機関の利⽤⽅法の複雑さ等から、⾏きたい場所へ⾏けないインバウンドに向けて、
旅先での⾷事やショッピング、宿泊等をパッケージにした周遊バスツアーの旅⾏商品を造
成することで関⻄全体への周遊を促進。

MaaS機能のイメージ バスツアーの旅⾏商品造成
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交 通 の 安 全 ・ 安 心 の 確 保
交通の安全を確保し、安心して利用していただくことは運輸行政の最重要 課題です。自動車・鉄道・海運の総合的な安全施策に取り組んでいます。

自動車の検査登録制度は、安全・安心な運行を確保し、各種の行政制度

の基盤として自賠責保険の確認や徴税の他、輸出やリサイクル等に活用

されています。

大型連休前の舟下り安全点検

「川下り舟の安全対策ガイドライン」

により救命道具の備え等を確認します。

自動車検査官による車両下回りの検査

■■くるまや船の安全確保～自動車・船舶等の検査、登録、整備 ■小型船舶へのパトロール指導等小型船舶へのパトロール指導等 ■鉄道利用者の安全確保に関する施策・取組

■自動車検査・登録手続の

デジタル化の推進

車検切車両を発見する専用装置

点検・整備推進Car出発式

～マイカーの点検整備を忘れずに～

道路交通法違反、区域外運送の

排除を目的とした夜間街頭指導

を行っています。

近年、自然災害の頻発化・激甚化、さらに広域化するなか、交通運輸事業者には、自然災害への対応力の向上

が望まれます。国土交通省では、令和２年７月に、国民の命と暮らしを守るための政策パッケージである「総力

戦で挑む防災・減災プロジェクト」がとりまとめられ、「交通運輸事業者の防災マネジメントの推進」を実施す

るため、「運輸防災マネジメント指針」

が策定・公表されました。

近畿運輸局では、運輸事業者の安全管理

体制の実施状況を確認する運輸安全マネジ

メント評価を行う際、自然災害への対応に

関する取組状況を聴取し、改善に向けた評

価・助言を実施しています。

また、事業者の自然災害対応力向上に資

することを目的とした運輸防災マネジメン

トセミナーを実施しています。

総力戦で挑む防災・減災プロジェクト ～いのちとくらしをまもる防災減災～

運輸防災マネジメントセミナー運輸安全マネジメント評価

申請者利便の向上のため、デジタル化に

よる業務改善の取組を進めています。

・ＩＣタグを搭載した電子車検証の導入（令和5年1月より）

※ＩＣタグの書き換えを自動車整備事業者等に委託
　することにより一部手続きの運輸支局等への来庁
　が不要になります。

船舶測度官による総トン数の測度

（船の大きさを測る）を実施してい

ます。

保安監査（鉄道車両添乗調査）

鉄軌道事業者の施設に立ち入り、安全管

理体制について確認指導を行っています。

鉄道利用者の安全確保に関する包括連携協定

鉄道車内での傷害事件が相次ぎ発生し

たことを受け、運輸局・大阪府警・鉄

道事業者が包括連携協定を締結し、安

全確保の取組を進めています。

列車や路面電車の操縦に

関する試験を実施し、合

格者に対して運転免許証

を交付しています。

動力車操縦者運転免許試験

可動式ホーム柵の整備

ホームからの転落防止対策として、可

動式ホーム柵の設置を推進しています。

鉄道施設の完成検査

鉄道施設の供用開始前に、完成検査

を実施し、安全性を確認しています。
OBDを活用した検査

スキャンツールを車両に接続し、

電子制御装置等の保安基準適合

性を判定。

■タクシー輸送秩序確立

ポートステートコントロール（PSC）

では、外国船舶に対し、外国船舶監督

官が、国際条約に基づいた立入検査を

実施しています。

～

点検整備推進運動を実施しています。

船舶検査官による船底の検査

環境に優しい液化天然ガスLNG燃

料で運航するカーフェリーの就航

～船舶検査は、旅客や物資の

安全輸送を担っているととも

に、海洋環境を保護していま

す。～
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環 境 ・ バ リ ア フ リ ー 対 策 の 実 施
持続可能でグリーンな交通の実現に向けた施策の推進や ハード・ソフト両面でのバリアフリー化を推進しています。

■■グリーン物流（物流の効率化）の推進

鉄道や船舶へのモーダルシフトや複数企業による混載、スワップボディコン

テナ車両等を活用した中継輸送等による輸送の効率化のほか、非接触・非対

面型物流への転換・促進に資する自動化機器等への支援を行っています。

船舶へのモーダルシフト

■バリアフリー化の推進

★公共交通事業者が行う旅客施設や車両などの

バリアフリー化を推進しています。

旅客施設及び車両等

道路 路外駐車場 都市公園 建築物

・乗降の段差解消

・ノンステップバス
・エレベーター（リフト）付き

リムジンバス

・ユニバーサルデザイン

タクシー
■公共交通の利用促進

（近江鉄道でのモビリティ

マネジメント）

近江鉄道沿線の高校説明会で、

進学を考えている中学生や保護

者に対する通学での利用促進資

料の配付及びアンケートの実施

や、沿線高校でのワークショッ

プを行うなど利用促進に向けた

活動を行いました。

■バリアフリー教室（お手伝いしましょうか）

■移動等円滑化促進方針（マスタープラン）・基本構想の作成支援

市町村は市域等の全体的なバリアフリー方針の「マスタープラン」の策定や、鉄道駅等多数の利用者が

ある施設を中心に面的・一体的にバリアフリー化を進めるための「基本構想」の策定に努めます。これら

を策定するた

めの協議会に

参画したり、

現状把握のた

めに行う「ま

ち歩き点検」

に参加したり

しています。

駅

駅

病院

市役所 公園

駐車場

福祉施設

商業施設

福祉施設

路線バス

公園

駐車場

商業施設

商業施設旅客施設を中心とした

生活拠点

：移動等円滑化促進地区

移動等円滑化促進地区

かつ重点整備地区

： 生活関連施設

： 生活関連経路

【マスタープラン及び基本構想のイメージ】

甲賀市まち歩き点検

：

■グリーン経営の普及促進

各事業者の環境対策事業促進を進めるた

め、一定レベル以上の環境保全の取組を

実施している運輸事業者（トラック・バ

ス・タクシー・倉庫・港湾運送、旅客船、

内航海運）を認証する「グリーン経営認

証」制度について、講習会を開催し普及

を図っています。

グリーン経営認証事業所数

（近畿2府4県）

８８８事業所

（Ｒ５年５月末現在）

※認証取得事業者は

エコモ財団ＨＰに掲載

スワップボディコンテナ車貨物列車へのモーダルシフト

無人搬送車ピッキングロボット 無人フォークリフト

自動化機器の例

エコドライブとは、燃料消費量やCO２排出量を減らし、地球温暖

化防止につなげる“運転技術”や“心がけ”のことを言います。エ

コドライブ普及連絡会では、「エコドライブ１０のすすめ」を策定

し、これをもとに、普及・推進に務めています。

■エコ通勤について

エコ通勤優良事業所

認証制度ロゴマーク

★自治体が行う「バリアフリー教室」

の開催を支援しています。

バリアフリー教室では、障害者や

高齢者が困っていたら「何かお手伝

いしましょうか」と声をかける

『心のバリアフリー』の大切さ

について理解を深めます。

・車いすでのバス乗降体験 ・視覚障害者体験

駅ホームや鉄道車両を活用した視覚障害者の歩行訓練

転落事故を防ぐためにはホームドアの整備が有効ですが、整備に多くの時間

や費用等が必要であり、ホームドアによらない転落防止対策が喫緊の課題と

なっています。近畿運輸局では、日本歩行訓練士会、鉄道事業者と協力し、

駅ホームや鉄道車両を活用した歩行訓練を実施しています。

■駅ホームや鉄道車両を活用した視覚障害者の歩行訓練

エコ通勤優良事業所認証制度の内容

と利点を広く認知していただけるよ

う、90秒動画を作成しました。

「エコ通勤」とは、従業員の通勤方法をマイカーから公共交通機

関（電車・バス）や自転車、徒歩などの環境にやさしい方法に切

りかえることについて、事業所全体で考える取り組みをいいます。

「エコ通勤」には、CO2削減による温暖化防止に加え、従業員

の健康増進、コスト削減、企業イメージの向上など、様々なメ

リットがあります。

『エコ通勤』は、国土交通省及び交通エコロジー・モビリティ財

団による公的な認証です。認証を受けると認証制度ホームページ

などに「エコ通勤優良事業所」として掲載・PR される他、認証

マークである「エコ通勤優良事業所認証」を、自社のWeb サイ

トや印刷物等に用いることができます。特に優秀な取組みを行っ

ている事業所は、国土交通大臣表彰に推薦されます。

■エコドライブの普及・推進
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